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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第34期

第３四半期連結
累計期間

第35期
第３四半期連結
累計期間

第34期

会計期間

自平成26年
　11月１日
至平成27年
　７月31日

自平成27年
　11月１日
至平成28年
　７月31日

自平成26年
　11月１日
至平成27年
　10月31日

売上高 （千円） 1,746,570 1,906,680 2,676,280

経常利益又は経常損失(△) （千円） △81,317 △117,890 150,274

親会社株主に帰属する四半期純損

失(△)又は親会社株主に帰属する

当期純利益

（千円） △53,852 △84,086 145,493

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △53,170 △87,210 144,652

純資産額 （千円） 1,433,880 1,534,753 1,631,703

総資産額 （千円） 2,944,839 3,442,732 3,608,282

１株当たり四半期純損失金額(△)

又は１株当たり当期純利益金額
（円） △16.59 △25.90 44.82

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 48.69 44.58 45.22

 

回次
第34期

第３四半期連結
会計期間

第35期
第３四半期連結
会計期間

会計期間

自平成27年
　５月１日
至平成27年
　７月31日

自平成28年
　５月１日
至平成28年
　７月31日

１株当たり四半期純損失金額(△) （円） △56.79 △51.02

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、第34期第３四半期連結累計期間及び第35期第３四

半期連結累計期間は、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。第34期潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載し

ておりません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期純損失又は当期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純損失又は親会社株主に帰

属する当期純利益」としております。

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。
 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。
 
(１）業績の状況

当社は、高品質な自社開発パッケージソフトを核とした利益率の高いソリューションビジネスと、顧客増加に

伴うサポート及びクラウドサービス提供による持続発展的なストックビジネスの両輪で、従来から事業に取り組

んでおります。当第３四半期連結累計期間におきましては、売上は計画を下回りましたが、営業利益について

は、季節変動要因により損失を計上しておりますが、利益率の高い案件の積み上げやコスト削減等により計画を

上回ることができました。

学園ソリューション事業におきましては、大規模総合大学から私立高校まで数多くの導入実績を誇る『キャン

パスプラン.NET Framework』がユーザから高い支持を得て多くの売上を計上致しました。一部案件の売上の後ろ

倒しがあったため、売上は計画に届かなかったものの、営業利益は計画を上回ることが出来ました。また、当事

業では、従来から取り組んでいる利益率の高いパッケージビジネスに加え、小規模法人に対してはイニシャルコ

ストの低いクラウドサービスの提供、資金力豊富な大規模法人に対しては広範囲のニーズに対応したカスタマイ

ズの提供を拡大させており、特に大規模総合大学からの引き合いが活発化しております。

ウェルネスソリューション事業におきましては、民間のフィットネスクラブ・公共の体育施設に会員管理シス

テム『Hello』、メディカル系フィットネスクラブ、自治体健康増進事業、介護予防施設等にアンチエイジング

サービス『Weldy Cloud』を提供しております。当四半期累計期間においては、大手顧客等への『Hello』の納品

売上に加え、サポート・クラウドのランニング収入の増加もあり、売上・営業利益を伸ばすことができました。

『Weldy Cloud』につきましても、大企業の従業員健康支援部署に納入を行うとともに、首都圏で開催された大

規模展示会や地方都市で開催された小規模イベントでもご好評を頂いており、積極的に拡販を進めてまいりま

す。

公立小中高校向け校務支援サービス『School Engine』のサービス提供を行っている公教育ソリューション事

業におきましては、当社がトップシェアを占める都道府県立学校マーケットはもちろん、市町村立学校マーケッ

トにおきましても、中核市を含めた新規案件を獲得することができました。当事業では、競合他社との競争に打

ち勝つため、当社の優位性であるクラウドサービスによる提供をより一層訴求して営業力の強化を進めてまいり

ます。

公会計ソリューション事業におきましては、既に全国180以上のユーザに導入実績のある『PPP』の特長を受け

継ぎつつ、総務省の新統一会計基準に対応し、かつ「活用」機能を充実させた新バージョン、地方公会計パッ

ケージソフト『PPP(トリプル・ピー) Ver.5 新統一基準対応版』の販売が好調に推移致しました。今後も数多く

の自治体への納品を控えており、順調に事業拡大を進めております。

大企業・中堅企業や学校法人向けに『規程管理システム』及び『契約書作成・管理システム』の販売を行って

いるソフトエンジニアリング事業におきましては、ニーズにマッチした仕様とコストパフォーマンスが評価さ

れ、毎期着実にユーザ数を増やして高収益ビジネスへ脱皮しつつあります。また、金融機関向けに特化した『規

程管理システム』の開発・営業も順調に進み、展示会や客先プレゼンテーションにてご好評を頂いております。

保険薬局向け事業を営んでいる株式会社シンクにおきましては、引き続き保守サポート収入を安定的に確保し

ました。

株式会社新公会計研究所におきましては、自治体の年度末を中心に、計画通り納品・売上を行いました。また

新年度に向けて、県や政令市等の大規模自治体から『PPP Ver.5 新統一基準対応版』を活用したコンサルテー

ションの委託を受け、同ソフトの納入準備も進めています。

これらの結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高1,906,680千円（前年同期比9.2％増)、営業損失

111,757千円(前年同期は営業損失75,314千円）、経常損失117,890千円（前年同期は経常損失81,317千円）、親

会社株主に帰属する四半期純損失84,086千円（前年同期は親会社株主に帰属する四半期純損失53,852千円）とな

りました。
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（２）財政状態に関する説明

当第３四半期連結会計期間末における資産は、前連結会計年度末に比べて165,550千円減少して3,442,732千円と

なりました。流動資産の残高は1,629,255千円であり、主な内訳は、現金及び預金453,665千円、受取手形及び売掛

金514,380千円、たな卸資産547,480千円であります。固定資産の残高は1,813,476千円であり、主な内訳は、土地

420,300千円、ソフトウエア468,290千円、ソフトウエア仮勘定295,246千円であります。

負債は、前連結会計年度末に比べて68,600千円減少して1,907,978千円となりました。流動負債の残高は

1,282,075千円であり、主な内訳は、支払手形及び買掛金230,051千円、短期借入金600,000千円であります。固定

負債の残高は625,903千円であり、主な内訳は長期借入金351,876千円であります。

純資産は、前連結会計年度末の残高より96,949千円減少して1,534,753千円となりました。

 

(３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題はありません。
 
(４）研究開発活動

　ソフトウェア開発業務に関連する調査研究は継続して行っておりますが、特別の研究開発費を投じての活動は

行っておりません。営業活動及びソフトウェア開発活動を通じて、ノウハウの蓄積及び開発環境の合理化を進め

ており、次の開発活動に活かしております。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 8,000,000

計 8,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成28年７月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年９月14日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 3,249,000 3,249,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数は

100株であります。

計 3,249,000 3,249,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額
（千円）

資本金
残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

 平成28年５月１日～

 平成28年７月31日
－ 3,249,000 － 484,260 － 619,313

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成28年４月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成28年７月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     2,500 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 3,245,500 32,455 －

単元未満株式 普通株式     1,000 － －

発行済株式総数  3,249,000 － －

総株主の議決権 － 32,455 －

　（注）「完全議決権株式(その他)」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が300株含まれております。ま

た、「議決権の数」には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数３個が含まれております。

②【自己株式等】

平成28年７月31日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社

システム ディ

京都市中京区烏丸

通三条上る場之町

603番地

2,500 － 2,500 0.1

計 － 2,500 － 2,500 0.1

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成28年５月１日から平

成28年７月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年11月１日から平成28年７月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、清友監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成27年10月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年７月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 385,579 453,665

受取手形及び売掛金 1,009,711 514,380

たな卸資産 367,044 547,480

繰延税金資産 60,861 95,334

その他 12,647 20,116

貸倒引当金 △3,875 △1,721

流動資産合計 1,831,968 1,629,255

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 156,038 147,031

土地 420,300 420,300

その他（純額） 7,712 12,470

有形固定資産合計 584,051 579,802

無形固定資産   

のれん 104,123 91,630

ソフトウエア 587,430 468,290

ソフトウエア仮勘定 147,711 295,246

その他 2,080 2,080

無形固定資産合計 841,347 857,248

投資その他の資産   

投資有価証券 18,825 15,176

繰延税金資産 41,256 44,690

その他 290,833 316,559

投資その他の資産合計 350,915 376,425

固定資産合計 1,776,313 1,813,476

資産合計 3,608,282 3,442,732
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成27年10月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年７月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 308,030 230,051

短期借入金 500,000 600,000

1年内返済予定の長期借入金 144,968 164,960

1年内償還予定の社債 35,000 35,000

未払法人税等 14,158 －

賞与引当金 － 35,292

サポート費用引当金 105 17

その他 306,255 216,753

流動負債合計 1,308,517 1,282,075

固定負債   

社債 61,000 33,000

長期借入金 383,508 351,876

役員退職慰労引当金 79,143 82,564

退職給付に係る負債 128,758 143,635

その他 15,651 14,826

固定負債合計 668,061 625,903

負債合計 1,976,578 1,907,978

純資産の部   

株主資本   

資本金 484,260 484,260

資本剰余金 619,313 619,313

利益剰余金 527,051 433,226

自己株式 △555 △555

株主資本合計 1,630,069 1,536,244

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,633 △1,490

その他の包括利益累計額合計 1,633 △1,490

純資産合計 1,631,703 1,534,753

負債純資産合計 3,608,282 3,442,732
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年11月１日
　至　平成27年７月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年11月１日
　至　平成28年７月31日)

売上高 ※ 1,746,570 ※ 1,906,680

売上原価 1,197,763 1,335,737

売上総利益 548,807 570,943

販売費及び一般管理費 624,122 682,700

営業損失（△） △75,314 △111,757

営業外収益   

受取配当金 465 239

未払配当金除斥益 150 109

受取手数料 688 824

償却債権取立益 127 －

その他 237 8

営業外収益合計 1,669 1,181

営業外費用   

支払利息 6,701 6,346

その他 970 969

営業外費用合計 7,671 7,315

経常損失（△） △81,317 △117,890

特別利益   

投資有価証券売却益 3,657 －

特別利益合計 3,657 －

特別損失   

固定資産除却損 － 489

特別損失合計 － 489

税金等調整前四半期純損失（△） △77,659 △118,380

法人税、住民税及び事業税 4,458 3,202

法人税等還付税額 △1,037 △1,019

法人税等調整額 △27,228 △36,476

法人税等合計 △23,807 △34,293

四半期純損失（△） △53,852 △84,086

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △53,852 △84,086
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年11月１日
　至　平成27年７月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年11月１日
　至　平成28年７月31日)

四半期純損失（△） △53,852 △84,086

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 682 △3,124

その他の包括利益合計 682 △3,124

四半期包括利益 △53,170 △87,210

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △53,170 △87,210

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社

の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用とし

て計上する方法に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合について

は、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半

期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分

から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累

計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(４)、連結会計基準第44－５項(４)及び

事業分離等会計基準第57－４項(４)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点

から将来にわたって適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

 

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号　平成28年６月17日）を当第３四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建

物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

 

（追加情報）

（法人税率の変更等による影響）

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」

（平成28年法律第13号）が平成28年３月31日に公布され、平成28年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人

税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法

定実効税率は従来の32.2％から平成28年11月１日に開始する連結会計年度及び平成29年11月１日に開始する連結会

計年度に解消が見込まれる一時差異については30.8％に、平成30年11月１日に開始する連結会計年度以降に解消が

見込まれる一時差異については、30.5％となります。

　この税率変更による影響は軽微であります。
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（四半期連結損益計算書関係）

※　　前第３四半期連結累計期間（自平成26年11月１日　至平成27年７月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自平

成27年11月１日　至平成28年７月31日）

　当社は顧客の事業年度に合わせて製品・サービスを納入、稼動させる必要があることから、売上が毎年第２四

半期及び第４四半期に偏重いたします。そのため、第１四半期及び第３四半期の売上高が、第２四半期及び第４

四半期の売上高に比べて小さくなる傾向にあります。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費、ソフトウェア償却費及びのれんの償却額は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成26年11月１日
至 平成27年７月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成27年11月１日
至 平成28年７月31日）

減価償却費 12,649千円 13,323千円

ソフトウェア償却費 240,034 241,482

のれんの償却額 12,493 12,493

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成26年11月１日　至　平成27年７月31日）

　　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年１月29日

定時株主総会
普通株式 9,739 3 平成26年10月31日 平成27年１月30日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成27年11月１日　至　平成28年７月31日）

　　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年１月28日

定時株主総会
普通株式 9,739 3 平成27年10月31日 平成28年１月29日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成26年11月１日　至　平成27年７月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注１）

合計
調整額
（注２）

四半期連結損益
計算書計上額
（注３） 

ソフトウェア
事業

売上高      

外部顧客への売上高 1,685,820 60,750 1,746,570 － 1,746,570

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ 33,641 33,641 △33,641 －

計 1,685,820 94,391 1,780,212 △33,641 1,746,570

セグメント利益 90,687 13,273 103,960 △179,275 △75,314

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、各種広報宣伝の企画・

制作、テナント賃貸、コンサルティング等の業務を行っております。

２．セグメント利益の調整額△179,275千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用でありま

す。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成27年11月１日　至　平成28年７月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注１）

合計
調整額
（注２）

四半期連結損益
計算書計上額
（注３） 

ソフトウェア
事業

売上高      

外部顧客への売上高 1,836,797 69,883 1,906,680 － 1,906,680

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ 39,258 39,258 △39,258 －

計 1,836,797 109,142 1,945,939 △39,258 1,906,680

セグメント利益 70,009 1,989 71,998 △183,756 △111,757

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、各種広報宣伝の企画・

制作、テナント賃貸、コンサルティング等の業務を行っております。

２．セグメント利益の調整額△183,756千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用でありま

す。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成26年11月１日
至　平成27年７月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成27年11月１日
至　平成28年７月31日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △16円59銭 △25円90銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）

（千円）
△53,852 △84,086

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

損失金額（△）（千円）
△53,852 △84,086

普通株式の期中平均株式数（千株） 3,246 3,246

　（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年９月14日

株式会社システムディ

取締役会　御中

 

清友監査法人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 中野　雄介　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 人見　敏之　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社システ

ムディの平成27年11月１日から平成28年10月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成28年５月１日から

平成28年７月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年11月１日から平成28年７月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社システムディ及び連結子会社の平成28年７月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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